
  

一 

外
国
人
労
働
者
等
の
出
入
国
及
び
在
留
の
適
切
な
管
理
に
関
す
る
法
律
（
案
） 

 

政
府
は
、
生
産
性
の
向
上
及
び
国
内
の
人
材
の
確
保
の
た
め
の
取
組
を
行
っ
て
も
な
お
人
材
を
確
保
す
る
こ
と
が
困
難
な
状

況
に
あ
る
地
域
及
び
産
業
上
の
分
野
に
お
い
て
、
外
国
人
に
よ
り
不
足
す
る
人
材
を
確
保
す
る
こ
と
が
我
が
国
の
経
済
の
持
続

的
か
つ
健
全
な
発
展
を
図
る
上
で
緊
要
な
課
題
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
外
国
人
の
基
本
的
人
権
を
尊
重
す
る
と
と
も
に
共
生
社

会
の
実
現
に
資
す
る
よ
う
配
慮
し
つ
つ
、
我
が
国
に
お
い
て
報
酬
（
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
（
昭
和
二
十
六
年
政
令
第

三
百
十
九
号
）
第
十
九
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
報
酬
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
受
け
る
活
動
を
行
う
外
国
人
（
以
下

「
外
国
人
労
働
者
」
と
い
う
。
）
及
び
そ
の
扶
養
を
受
け
る
配
偶
者
又
は
子
（
以
下
「
外
国
人
労
働
者
等
」
と
い
う
。
）
の
出

入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
そ
の
他
の
関
係
法
律
に
よ
る
出
入
国
及
び
在
留
の
管
理
を
適
切
に
行
う
た
め
、
こ
の
法
律
の
施
行

後
六
月
以
内
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
そ
の
他
の
外
国
人
労
働
者
等
の
在
留
資
格
の
在
り
方
を
含
む
外
国
人
労
働
者
等
に
関
す
る

制
度
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

一 

人
材
を
確
保
す
る
こ
と
が
困
難
な
状
況
に
あ
る
地
域
及
び
産
業
上
の
分
野
に
お
い
て
外
国
人
労
働
者
に
よ
り
不
足
す
る

人
材
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
に
関
す
る
事
項 

二 

外
国
人
労
働
者
の
数
に
つ
い
て
、
客
観
的
か
つ
合
理
的
な
基
準
に
基
づ
き
、
必
要
に
応
じ
て
地
域
ご
と
及
び
産
業
上
の



 

二 

分
野
ご
と
に
上
限
を
設
定
す
る
た
め
の
措
置
に
関
す
る
事
項 

三 
外
国
人
労
働
者
に
対
し
て
報
酬
が
確
実
に
支
払
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
の
措
置
そ
の
他
外
国
人
労
働
者
の

適
切
な
待
遇
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置
に
関
す
る
事
項 

四 

外
国
人
労
働
者
を
そ
の
在
留
資
格
の
性
質
に
応
じ
て
在
留
資
格
の
変
更
に
際
し
て
一
時
的
に
本
国
に
帰
国
さ
せ
る
た
め

の
措
置
に
関
す
る
事
項 

五 

技
能
実
習
（
外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び
技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第

八
十
九
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
技
能
実
習
を
い
う
。
）
に
関
す
る
制
度
、
外
国
人
留
学
生
が
出
入
国
管
理
及
び

難
民
認
定
法
第
十
九
条
第
二
項
の
許
可
を
受
け
て
行
う
報
酬
を
受
け
る
活
動
に
関
す
る
制
度
そ
の
他
の
現
行
の
外
国
人
労

働
者
に
関
す
る
制
度
に
つ
い
て
、
そ
の
実
態
を
踏
ま
え
た
上
で
行
う
抜
本
的
な
見
直
し
に
関
す
る
事
項 

六 

外
国
人
労
働
者
等
に
関
す
る
社
会
保
障
制
度
及
び
教
育
制
度
の
在
り
方
に
関
す
る
事
項 

附 

則 

 

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 



  

三 

理 

由 
生
産
性
の
向
上
及
び
国
内
の
人
材
の
確
保
の
た
め
の
取
組
を
行
っ
て
も
な
お
人
材
を
確
保
す
る
こ
と
が
困
難
な
状
況
に
あ
る

地
域
及
び
産
業
上
の
分
野
に
お
い
て
、
外
国
人
に
よ
り
不
足
す
る
人
材
を
確
保
す
る
こ
と
が
我
が
国
の
経
済
の
持
続
的
か
つ
健

全
な
発
展
を
図
る
上
で
緊
要
な
課
題
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
外
国
人
の
基
本
的
人
権
を
尊
重
す
る
と
と
も
に
共
生
社
会
の
実
現

に
資
す
る
よ
う
配
慮
し
つ
つ
、
外
国
人
労
働
者
等
の
出
入
国
及
び
在
留
の
管
理
を
適
切
に
行
う
た
め
、
施
行
後
六
月
以
内
に
、

外
国
人
労
働
者
等
の
在
留
資
格
の
在
り
方
を
含
む
外
国
人
労
働
者
等
に
関
す
る
制
度
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の

結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。 
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